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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

256 青少年・社会活動推進費 67,182 53,160 くらしやすいまちづくり［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

青少年・社会活動 国 12,006 協働の推進 10,088千円

推 進 課 手 1
事 業 名 金 額 内 容

財 10

寄 3,497 千円 ＮＰＯ活動等団体支援

繰 4,269 登録したＮＰＯ等の団体の中から寄附者が希望する団体に対し補助

諸 351 奈良県協働推進基金 補助先 ７団体 1,247千円（登録団体 34団体）

㊀ 33,026 運 営 事 業 4,442 寄附者テーマ設定型支援

[ 一 部 協 働 推 進 ] 地域課題の解決等に向け、寄附者が設定したテーマについて団体・Ｎ

ＰＯ等から事業提案を募集し、採択団体に対し補助

補助先 ４テーマ 13団体 2,941千円

県内での大規模災害発生に備え、災害ボランティア受援体制を整備

災害ボランティア受援コーディネーターを（福）奈良県社会福祉協議

会に配置

連携体制の確立

災害ボランティア受援体制整備に向けた県・市町村連絡調整会議の

開催

開催日 令和元年７月８日

災害ボランティア 災害時の連携のためのワークショップの開催
2,906

受 援体制整備事業 開催日 令和元年12月11日・18日・23日

全国組織とのネットワーク形成

「災害時の連携を考える全国フォーラム」ほか研修会等への参加

災害時対応力の強化

災害ボランティア受援コーディネーターの巡回等により、各市町村

の災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル策定を支援

災害ボランティアセンター運営者研修の開催

開催日 令和２年２月６日・７日

被災地への迅速・円滑な支援を行うため、災害ボランティア本部の機能

を強化

災害ボランティア本部運営及び機能体制強化

災害ボランティア本部 関係機関や団体との連携・協働体制の構築、備品の整備等
893

機 能 強 化 事 業 災害ボランティア出前講座の開催 計20回

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

出前講座参加者数（名） - 248 833

ＮＰＯ法人の実情を踏まえ、ＮＰＯ法人の積極的な活用に向けた体制整

備を実施

ＮＰＯ法人活性化 活動休止及び実態のない法人への指導
1,847

促 進 事 業 認証取消処分の実施 認証取消件数 ５件

会計個別相談会の開催 ４回

実務説明会の開催 ２回



教育の振興［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 青少年健全育成の推進 11,621千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 青少年の社会的自立の促進とひきこもり等への支援を総合的に推進

ひきこもり相談窓口の設置

本人及び家族への電話相談、来所相談、臨床心理士等による訪問支

援を実施

支援のレベルアップと関係機関の連携強化を目的に支援機関スタッフ

を対象とした研修会を開催

開催回数 ４回 参加者数 延べ138名

青 少 年 社 会 的
9,869

当事者・家族に向けた支援

自 立 支 援 事 業 当事者を対象とした「本人の会」の実施 19回

家族を対象とした「家族の集い」の実施 22回

市町村との連携を強化し相談体制を充実

県・市町村ひきこもりネットワーク会議の開催 ２回

市町村の要請に応じ相談員の派遣 ４件

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

電話相談・来所相談延べ件数（件） 2,119 2,214 2,235

中退・離職した若者の社会的孤立を防ぐための居場所「ヒサかた」を大

若者と地域をつなぐ 和高田市に開設・運営
860

交 流 モ デ ル 事 業 居場所の開設 38日

運営会議の開催 12回

青少年のインターネットやＳＮＳを介したトラブルの防止を図るため、

インターネットを安心・安全に利用するための能力（インターネットリ

テラシー）を高める取組を実施

講習会への専門講師の派遣 36講座

スマホ学生フォーラムの開催
青 少 年 の

開催日 令和元年12月15日
イ ン タ ー ネ ッ ト 892

内 容 高校生・大学生による取組発表、トークセッション
リテラシー向上事業 フィルタリング啓発チラシの作成・配付

配付先 小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校

に在籍する児童生徒の保護者

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

青少年のフィルタリングの利用率（％） 43.3 51.8 44.0



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

258 野 外活動センター費 117,850 112,806 ２ 森林環境教育の推進

青少年・社会活動 使 5
事 業 名 金 額 内 容

推 進 課 繰 6,790

諸 1,523 千円 野外活動センターにおける植栽計画の策定を推進

㊀ 104,488 植栽計画策定会議の設置・運営

植栽計画策定会議の開催 １回 有識者への意見聴取 ９回
野外活動センター

魅力ある森林環境の創出に向けた間伐等の実践
森 林 管 理 活 用 型

10,188 森林環境プログラムの実践
植栽計画推進事業

森林の機能や役割への理解を深めるためのプログラムを実施
[ 一 部 協 働 推 進 ］

プログラムの実施 39回 参加人数 延べ1,684名

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

体験学習事業の平均参加者数（名） 51 57 43

260 スポーツ振興推進費 352,638 325,392 だれでもいつでもどこでもスポーツできる環境づくり［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(ス ポ ー ツ 振 興 課) 国 10,384 １ ライフステージ・ライフスタイルに応じたスポーツの推進 124,261千円

㊀ 315,008
事 業 名 金 額 内 容

千円 総合型地域スポーツクラブの充実・発展を図るための支援を実施

クラブアドバイザーによるクラブや市町村への巡回指導訪問等
総合型地域スポーツ

3,548 クラブ間で情報交換や交流大会を実施
クラブ育成・充実事業

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

総合型地域スポーツクラブ会員数（名） 14,815 16,389 16,317

競技力の強化を目指し、（公財）奈良県スポーツ協会が競技団体等に対

して行う強化合宿等の費用負担に対し補助
競技力向上対策事業 58,250

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

指定強化選手数（名） 918 900 920

包括的連携協定を締結している近畿大学と連携し、県内の幼稚園・保育
幼 児 向 け 運 動 ・

所等を対象に、幼児運動プログラムの普及に向けた取組を実施
ス ポ ー ツ 普 及 2,500

プログラム実践マニュアル・ＤＶＤの作成・配付
促 進 事 業

講習会の開催 ４回（令和元年10月、11月） 参加者数 68名



第74回（第75回冬季）国民体育大会近畿ブロック大会の奈良県開催に必

要な経費を負担

第74回（第75回冬季） 大会期日 令和元年６月22日～８月25日

国民体育大会近畿 41,553 令和元年11月30日～12月８日

ブロック大会の開催 場 所 橿原公苑ジェイテクトアリーナ奈良 ほか

競 技 32競技

参加者数 4,645名（監督・選手、役員）

総合型地域スポーツクラブ等が開催するリレー競技大会においてトップ

アスリートとの交流事業を実施

開催日 令和元年10月14日

場 所 橿原公苑陸上競技場

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

リレーフェスティバル参加者数（名） 492 564 508

ト ッ プ アス リ ー ト スポーツへの憧れや感動を伝え、スポーツを始めるきっかけづくりを行
4,130

活 用 事 業 うため、子どもを対象にトップアスリートから指導を受けるとともに交

流を行うスポーツ教室を開催

少年少女野球教室

開催日 平成31年４月13日、令和元年９月７日 参加者数 284名

場 所 佐藤薬品スタジアム

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

イベント参加者数（名） 220 264 284

県内高校ラグビーの競技力向上を図るとともに、ラグビーの裾野拡大に

向け、他府県チームとの交流試合及び小学生・中学生の交流大会を開催

開催日 令和元年12月22日・24日～27日 参加者数 2,077名
「まってろ！花園」

815 （小学生638名 中学生66名 高校生1､373名）
開 催 事 業

場 所 橿原公苑陸上競技場

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

参加者数（名） 2,354 2,414 2,077

本県での国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会開催とその後の
スポーツ拠点施設等

13,465 利活用を見据え、橿原公苑と橿原運動公園を一体的に捉えたスポーツ拠
整備構想策定事業

点施設の整備構想を策定



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

２ スポーツを通じた地域振興 119,035千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 奈良マラソン実行委員会に対しイベント開催経費の一部を負担

第10回記念「感謝の集い」の開催

開催日 令和元年12月６日 参加者数 298名

場 所 奈良ロイヤルホテル

奈良マラソン2019の開催

開 催 日 令和元年12月７日・８日

コ ー ス 奈良市鴻ノ池陸上競技場～天理市内折り返し

エントリー数 フルマラソン 13,210名
マ ラ ソ ンイ ベ ン ト

76,400 10ｋｍ 4,499名
開 催 支 援 事 業

３ｋｍジョギング 1,436名

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

定員数に対するエントリー数の割合（％） 100 100 100

世代間・地域間の交流や県民の健康増進を図り、子どもから大人まで楽

しめる「飛鳥ＲＵＮ×２リレーマラソン」の開催経費の一部を負担

開催日 令和元年11月４日 場所 橿原運動公園

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

リレーマラソン参加者数（名） 1,560 1,768 1,673

サイクルスポーツ及び地域の振興を図るため、地勢を活かしたサイクル

スポーツイベントの開催経費の一部を負担

山岳グランフォンドｉｎ吉野

開催日 令和元年７月14日 参加者数 359名

サ イ ク ルス ポ ー ツ ツアー・オブ・奈良・まほろば
7,678

イベント開催支援事業 開催日 令和元年８月25日 参加者数 336名

ヒルクライム大台ヶ原ｓｉｎｃｅ2001

開催日 令和元年９月８日 参加者数 737名

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

サイクルスポーツイベント参加者数（名） 1,856 1,736 1,432

プロスポーツを活用し、奈良県のＰＲを実施

ス ポ ー ツ に よ る 県内プロチーム等のユニフォームへロゴを掲出し、「奈良」をＰＲ
4,319

地 域 振 興 事 業 大相撲幕内優勝力士へ奈良県知事賞及び副賞「ちゃんこ大和づくし」

を贈呈（令和元年９月・11月場所）

東京2020オリンピック聖火リレーの実施に向けて、実施計画の策定及び

東京オリンピック聖火 聖火ランナーの募集を実施
12,214

リレー開催準備事業 17区間（19市町村）の詳細ルートを決定

公募により39名のランナーを選考（応募者2,192名）



東京2020オリンピック 東京2020オリンピック聖火リレー開催に要する経費の一部を負担
6,461

聖火リレー開催事業 交通規制チラシ等の作成

東京2020オリンピック・パラリンピックのキャンプ地招致やキャンプ受

入地での交流促進に要する経費の一部を負担
東京オリンピック・

事前キャンプ地決定
パ ラ リ ン ピ ッ ク

1,540 令和２年２月決定 シンガポール（パラリンピック水泳）
キャンプ地招致・

強化合宿等の受入を実施
交 流 促 進 事 業

香港（水泳）、エジプト（柔道）、

シンガポール（パラリンピック水泳）

関西一円で開催されるワールドマスターズゲームズ2021関西に参画する
ワールドマスターズ

ため、開催準備経費の一部を負担
ゲームズ 2 0 2 1関西 7,917

「ワールドマスターズゲームズ2021関西」奈良県実行委員会実施計画を
開 催 支 援 事 業

策定

県と友好提携を結ぶ中国陝西省から児童を受入れ、スポーツ交流を実施
陝西省との青少年

2,506 実 施 日 令和元年12月13日～17日
ス ポ ー ツ交 流 事 業

参加者数 陝西省水泳選手団16名、奈良県水泳選手団17名

262 橿 原 公 苑 費 250,944 236,634 ３ スポーツ環境の整備

(ス ポ ー ツ 振 興 課) 使 39,264
事 業 名 金 額 内 容

諸 2,014

㊀ 195,356 千円 命名権料を活用し、佐藤薬品スタジアムの更衣室等を改修

橿原公苑整備事業 52,306 利用者の利便性向上を図るため、陸上競技場の芝生の常緑化のための整

備を実施

262 人 権 啓 発 推 進 費 274,103 247,239 人権を尊重した社会づくり［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(人 権 施 策 課) 国 156,467 人権施策の推進 216,837千円

㊀ 90,772
事 業 名 金 額 内 容

千円 県民が楽しみながら人権について体験し、ふれ合い、学ぶことを目的と

「なら・ヒューマン した啓発イベントを国、県、市町村が連携して開催

フェスティバル」 3,595 開催日 令和元年10月５日 参加者数 1,780名

開 催 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

参加者アンケートの満足度（％） 93 95 100



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 地域での人権の取組の核となる人材を養成するための講座を開催

基 礎 コ ー ス 12講座

ス キ ル ア ッ プ コ ー ス ８講座
人 権 パ ー ト ナ ー

1,637 行政職員等人権学習コース ２講座
養 成 ・ 活 用 事 業

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

基礎コース・スキルアップコースの講座修

了者数（名） 46 46 49

毎年７月を「差別をなくす強調月間」と定め、市町村と連携を図りなが

ら全県的に啓発活動を実施

差 別 を な く す 人権啓発ポスター・標語の募集、優秀作品の展示
1,031

強 調 月 間 ＪＲ・近鉄主要駅等県内各地での啓発ポスターの展示等

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

市町村民集会参加者数（名） 11,035 10,482 11,295

（公社）なら犯罪被害者支援センターが実施する犯罪被害者等支援事業

に対し補助
犯 罪 被 害 者

1,788 犯罪被害者等への臨床心理士による相談対応の実施等
支 援 対 策 事 業

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

センターにおける相談件数（件） 805 781 932

青少年や地域社会に人権尊重の意識の普及を図るため、県内に本拠地を
ス ポ ー ツ 組 織 と

置くスポーツ組織と連携して啓発活動を実施
連 携 し た 1,399

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
人 権 啓 発 事 業

啓発活動参加者数（名） 1,098 4,682 3,410

生活上の相談事業や人権課題解決のための各種事業を総合的に実施する

隣保館運営市町村に対し補助

補助先 大和高田市外17市町村（隣保館数 29館）

隣 保 館 運 営 等 隣保館の大規模修繕に対し補助
207,030

事 業 費 補 助 事 業 補助先 田原本町

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

隣保館デイサービス事業等の特別事業を行

っていない隣保館数（館） 14 13 10

だれもがくらしやすい「共生社会」の実現に向け、国や関係団体等と連

携・協力して新たな人権課題に対する啓発活動を実施

人権ユニバーサル 外国人の人権に関する講演会を開催
357

推 進 事 業 開催日 令和２年２月11日

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

講演会参加者数（名） 100 112 140



266 消費生活安全対策費 115,132 101,460 【食品に関する参考指標】

(消費・生活安全課) 国 52,651 食品関係営業施設数 (令和元年度)

手 15,771 食 品 関 係 営 業 施 設 数
区 分 合 計

㊀ 33,038 飲食店営業 食品製造業 食品販売業 給 食 施 設 そ の 他

許 可 施 設 8,795件 2,229件 3,392件 － 540件 14,956件

届 出 施 設 － 1,608件 16,285件 1,018件 11件 18,922件

合 計 8,795件 3,837件 19,677件 1,018件 551件 33,878件

「消費・生活安全課調べ」

食品等の収去検査の状況 (令和元年度)

区 分 検 査 項 目 件 数 不 適 件 数

成 分 規 格 21,498件 1件

使 用 基 準 154件 0件

暫 定 的 規 制 値 8件 0件

衛 生 規 範 111件 5件

指 導 要 領 6件 0件

県 指 導 要 領 481件 6件

そ の 他 1,158件 0件

合 計 23,416件 12件

「消費・生活安全課調べ」

食肉検査の状況 (令和元年度)

食 肉 検 査

区 分 大 動 物（牛･馬） 小動物（１才未満の牛･豚･めん羊･山羊） 牛海綿状脳症（ＢＳＥ）検査

頭 数 2,729頭 10,604頭 13頭

「消費・生活安全課調べ」

「安全安心な地域」づくり［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

１ 食品の安全・安心確保対策

事 業 名 金 額 内 容

千円 食の安全・安心確保のため、流通食品の食品添加物や残留農薬等の検査

食品の検査による 等を実施
26,732

安 全 確 認 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

流通食品（保健所所管）の不適率（％） 0.24 0.30 0.04



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

２ ＨＡＣＣＰ導入推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 食品事業者に対し、食の安全性に関わる重要な工程を管理する衛生管理

手法（ＨＡＣＣＰ）の導入を推進

Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ 導 入 ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理研修会を開催
5,012

推 進 事 業 開催日 令和２年２月６日、２月７日、２月13日、２月14日

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

ＨＡＣＣＰ研修会受講者 （名） － － 610

３ 消費者への啓発等

事 業 名 金 額 内 容

千円 消費生活相談窓口の充実・機能強化、消費生活相談員のレベルアップ、

高度な専門相談への対応及び消費者教育・啓発の推進等の実施
消 費 者 行 政

42,441 市町村が行う消費者行政の強化・活性化に向けた取組に対し補助
強化・活性化事業

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

週４日以上の窓口開設市町村数（市町村） 28 29 29

268 動 物 愛 護 費 42,230 40,313 くらしやすいまちづくり［「令和元年度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(消費・生活安全課) 手 497 動物愛護管理の推進

㊀ 39,816
事 業 名 金 額 内 容

千円 猫の殺処分を減らすため、市町村や地域と連携し、飼主のいない猫を捕

所 有 者 不 明 猫 獲し、不妊去勢手術を施して、元のテリトリーに戻すＴＮＲ活動を実施
1,847

Ｔ Ｎ Ｒ モデ ル 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

ＴＮＲ実施頭数（頭） － 68 172



270 環 境 政 策 費 64,113 49,405 「きれいな奈良県」づくり［「令和元年度度 重点課題に関する評価」掲載課題］

(環 境 政 策 課) 手 96 １ 奈良県植栽計画の推進

財 1,426
事 業 名 金 額 内 容

繰 20,056

諸 153 千円 四季を通じ彩り豊かな植栽景観を向上させるため策定した「奈良県植栽

㊀ 27,674 計画」を推進するため、エリア拡大・処方追加など整備計画を更新

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

植栽計画整備着手エリア数（カ所） 50 51 51

植栽計画のエリア内において、植栽景観の向上に取り組む市町村等に対

し補助

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

補助事業数（事業） 7 7 4

植栽計画のエリア内における植栽整備後の維持管理について、地元団体

等との協働による取組を定着させるため、県整備箇所の維持管理を行う

奈良の彩りの推進 11,998 地元団体等に対し支援

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

支援事業数（事業） 6 7 7

植栽計画を推進するため、県・市町村・地元団体等で構成されるエリア

協議会等の設立や活動を支援

市町村や県民等との協働関係を構築するため、「なら四季彩の庭」シン

ボルマークを使用したプレートの設置や植栽ジャーナルの発行を行い、

奈良県植栽計画の広報や彩り情報を発信

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

「なら四季彩の庭」プレート設置エリア数

（カ所） 3 8 7

２ 温暖化防止など総合的な環境施策の推進 24,693千円

事 業 名 金 額 内 容

千円 もっときれいな奈良を目指し、環境負荷低減のための「きれいに暮らす

奈良県スタイル」を推進

きれいに暮らす奈良県スタイルジャーナルの発行
きれいに暮らす奈良県

2,118 「きれいに暮らす奈良県スタイル」推進協議会の運営
スタイル推進事業

大和川重点対策支川流域の浄化槽世帯への集中啓発を実施

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

汚水処理人口普及率（％） 89.4 89.9 89.3



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

ご み 処 理 広 域 化 千円 複数市町村が連携して実施するごみ処理施設の整備に対し補助

奈良モデル推進事業 17,872 補助先 さくら広域環境衛生組合構成７市町村、山辺・県北西部広域

[ 地 域 振 興 ] 環境衛生組合構成10市町村

「奈良モデル・プロジェクト」推進事業

一般廃棄物処理の広域化、災害廃棄物処理計画の推進

奈良県災害廃棄物対策教育・訓練の実施
循環型社会の推進

3,836 基礎編 令和元年11月18日 参加者数 42名
[一部廃棄物減量化]

図上演習 令和２年２月３日 参加者数 47名

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

市町村災害廃棄物処理計画の策定率（％） 19 41 46

「不法投棄ゼロ作戦」推進事業

「不法投棄ゼロ作戦」推進キャンペーンを実施

産 業 廃 棄 物 の 強化週間 令和元年11月11日～17日

適 正 処 理 の 推 進 実施内容 啓発ポスター募集、表彰式の開催、重点パトロールの実
867

（ 監 視 体制 強 化 ） 施等

[ 廃 棄 物 減 量 化 ] 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

産業廃棄物の撤去箇所数（景観・環境総合

センター認知件数）（件） 65 70 104

270 環 境 保 全 対 策 費 237,956 206,971 ３ 環境保全対策の推進 87,018千円

(環 境 政 策 課) 国 31,093
事 業 名 金 額 内 容

手 939

繰 51,313 千円 大和川清流復活ネットワークによる市町村、関係機関との連携

諸 4,061 大和川水質調査の強化

㊀ 119,565 市町村毎の水質をきめ細かく把握し、効果的な改善対策を推進するた

大和川水質改善事業 940 め、常時監視地点以外での調査を実施

水質改善強化月間（２月）キャンペーン等啓発活動の実施

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

大和川水系の水質環境基準達成率（％） 90 100 90



合併処理浄化槽設置者に対する補助事業を実施する市町村に対し補助
浄 化 槽 設 置 整 備

31,326 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度
補 助 事 業

単独処理浄化槽数（基） 70,399 68,744 67,149

景観・環境総合センターによる産業廃棄物の適正処理監視

不法投棄等の防止のため、パトロールを実施

機 動 パ ト ロ ー ル 週７回

産 業 廃 棄 物 の 巡回監視パトロール 週５回（３班体制）

適 正 処 理 の 推 進 民間委託によるパトロールを実施
54,752

（ 監 視 体制 強 化 ） 土・日祝日、早朝・夜間の不法投棄等監視パトロール

[一部廃棄物減量化] 廃棄物の適正処理のための家屋等解体現場パトロール

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

産業廃棄物の撤去箇所数（景観・環境総合

センター認知件数）（件） 65 70 104

272 廃 棄 物 対 策 費 242,682 229,600 ４ 産業廃棄物税の活用 206,793千円

(廃 棄 物 対 策 課) 国 500
事 業 名 金 額 内 容

手 4,369

財 358 千円 奈良県リサイクル製品認定制度推進事業

繰 55,824 リサイクル製品認定制度の推進、認定製品のＰＲ

㊀ 168,549 ごみ資源的促進事業

ごみ減量化・再生利用に向けた市町村研修会等の実施
循環型社会の推進

595 不法投棄・使用済家電等対策の強化
[ 廃 棄 物 減 量 化 ]

使用済家電等対策連絡会を軸とした、県・市町村連携による対策の検

討・実施

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

資源化（小型家電）実施市町村数（市町村） 24 29 28

産業廃棄物排出抑制等設備導入支援事業

産業廃棄物排出抑制推進事業

排出事業者に対して環境カウンセラーを派遣 ４件
産業廃棄物の排出

産業廃棄物適正処理推進支援事業
抑制・減量化の推進 8,376

優良処理事業者育成研修 令和２年２月18日 参加者数 84名
[ 廃 棄 物 減 量 化 ]

産業廃棄物管理責任者研修 令和２年２月19日 参加者数 146名

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

研修アンケート結果（有用性）（％） 83 81 82



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円 事 業 名 金 額 内 容

千円 「不法投棄ゼロ作戦」推進事業

「不法投棄見張り番」協力事業所との連携

産業廃棄物適正処理促進事業

（一社）奈良県産業廃棄物協会が実施する適正処理の促進に資する事

業に対し補助

産業廃棄物監視支援事業

保健所設置市（奈良市）が実施する処分場周辺の環境調査や不法投棄

防止対策に対し補助

ＰＣＢ廃棄物等早期処理推進事業

早期処理のための周知啓発、立入検査の強化
産 業 廃 棄 物 の

産業廃棄物監視スカイパトロール事業
適 正 処 理 の 推 進

42,531 県警ヘリコプターによる上空からの不法投棄監視
（監視体制強化）

適正処理広報活動事業
[ 廃 棄 物 減 量 化 ]

不法投棄ホットラインの運営等

地域環境対策事業

処分場周辺調査や不法投棄防止策を実施する市町村に対し補助

閉鎖最終処分場緊急特別対策事業

設置者が破産等した産業廃棄物最終処分場の周辺環境を保全

産業廃棄物指導監督強化事業

不法投棄・不適正処理に係る悪質事案への指導監督を強化

成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

産業廃棄物の撤去箇所数（景観・環境総合

センター認知件数）（件） 65 70 104

産業廃棄物減量化等 産業廃棄物税を産業廃棄物の排出抑制、再生利用、減量その他適正な処
155,291

推 進 基 金 積 立 金 理に関する施策の費用に充てるための基金の積立て

５ 廃棄物の減量化、資源化及び適正処理の推進

事 業 名 金 額 内 容

千円 地場産業から発生するヘップサンダルくず等の適正処理に対し補助

特定産業廃棄物処理 補助先 御所市外４市町 補助率 1／2
5,970

対 策 事 業 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

特定産業廃棄物処理量（ｔ） 634 548 588



274 景観・自然環境推進費 728,161 697,828 ６ 景観計画、景観条例、既存規制誘導制度の活用

(景観・自然環境課) 国 330,268
事 業 名 金 額 内 容

使 178

手 487 千円 県と中和幹線沿道５市町の協働により、既存不適格広告物の是正・誘導

財 619 を実施
奈 良 ら し い

越 75 2,735 現存する広告物の改修等に対し補助
沿道景観づくり事業

諸 757 成 果 指 標 29年度 30年度 元年度

起 238,900 中和幹線沿道の広告物の修景件数（件） 1 5 10

㊀ 126,544

前年度繰越分 前年度繰越分 ７ 歴史的風土保存地の買入・整備

63,300 53,223
事 業 名 金 額 内 容

当年度分 当年度分
664,861 644,605

千円 古都保存法に基づく土地の買入れ
翌年度へ繰越

金 額
9,746 市町村名 特別地区名 件数 面 積

（事務費除く）
件 ㎡ 千円

春日山地区 3 31,821 86,466

奈 良 市 平城宮跡地区 2 2,239 58,658

小 計 5 34,060 145,124

崇 神 ・ 景 行
7 20,945 101,260

天 皇 陵 地 区
天 理 市

小 計 7 20,945 101,260

歴 史 的 風 土
521,964

保 存 買 入 事 業 畝傍山地区 1 459 4,319

橿 原 市

小 計 1 459 4,319

第２種地区 15 34,333 245,162

明日香村

小 計 15 34,333 245,162

合 計 28 89,797 495,865

累 計 件 ㎡ 千円

2,573 4,562,035 59,231,641
（昭和43年度～令和元年度）



決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

８ 自然環境の保全と整備

事 業 名 金 額 実 施 箇 所 事 業 内 容

千円 大台ヶ原

周回線歩道整備工事
吉野熊野国立公園

吉野山

七曲り道整備工事

山の辺の道
大和青垣国定公園

公衆トイレ改修設計・工事

国立・国定自然公園
70,861

施 設 等 整 備 事 業 曽爾高原
室生赤目青山国定公園

歩道再整備工事

葛城山
金剛生駒紀泉国定公園

歩道改修工事

県立矢田自然公園ほか
近畿自然歩道

歩道案内標識整備工事


